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「平成２４年度予算の概算要求組替え基準について」（本年９月２０日閣議決定）に基づき、３，１７８億円（うち
ＩＣＴ関係１，２４１．７億円）を要求。あわせて、「日本再生重点化措置」として２５５億円（うちＩＣＴ関係１８９．３
億円）を要望。別途、東日本大震災からの復旧・復興対策に係る経費として６０５億円（うちＩＣＴ関係２０２億
円）を要求。

10%削減 （170億円）

総予算組替え対象経費

×１．５ 「日本再生重点化措置」要望

要求枠

255億円

1,568億円

平成２４年度ＩＣＴ関係概算要求について

うちICT関係

1,160.8億円

うちICT関係

189.3億円

義務的
経 費

うちICT関係

80.9億円

復旧・復興対策に
係る経費

605億円

うちICT関係
202.0億円

1,610億円

平成２４年度
要求・要望額

平成２３年度
当初予算額

対前年度予算
増減額

対前年度予算
増減率

復旧・復興
対策に係る

経費
要求・要望額

要望額

一般財源 ８４９.４億円 ２０２.０億円 ６４７.４億円 １２１.５億円 ５７８.７億円 ２７０.７億円 ４６.８％

電波利用料財源 ７８３.６億円 - ７８３.６億円 ６７.８億円 ７１８.３億円 ６５.３億円 ９.１％

合 計 １６３３.０億円 ２０２.０億円 １４３１.０億円 １８９.３億円 １２９６.９億円 ３３６.１億円 ２５.９％
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１．東日本大震災からの復興に向けて

２．ＩＣＴを活用した成長戦略の実現

３．ＩＣＴ分野における国際競争力の強化

ＩＣＴを活用した地域の創造的復興支援、被災地域の情報化推進

通信・放送インフラ等の耐災害性の強化

被災地域の情報通信基盤の復旧・復興支援

ＩＣＴを活用した教育環境復興支援

ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための環境整備等

クラウドサービスの普及促進

情報流通連携基盤の構築

電波を利用した新産業の創出

地デジ受信環境の整備

ＩＣＴ海外展開の推進

デジタルコンテンツの流通促進

戦略的国際標準化の推進

教育分野等における情報化の推進

日本型スマートグリッドの推進

ワイヤレスブロードバンド実現に向けた電波利用環境の整備

超高速ブロードバンド基盤の整備の推進

安心・安全なネット環境の整備

超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発の推進等

競争的資金の制度の強化

新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の着実な構築・運用等

４．教育・医療・環境分野等におけるＩＣＴ利活用の推進

５．ブロードバンドの普及促進・利用環境の整備

６．次世代をリードする研究開発の充実・強化
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ＩＣＴによる日本再生の推進 － 全体概要

平成２４年度要求額 ２０２．０億円

平成２４年度要求額 ５５０．７億円
（平成２３年度当初予算額 ４７４．８億円）

平成２４年度要求額 ７５．６億円
（平成２３年度当初予算額 ６９．７億円）

平成２４年度要求額 ２２．３億円
（平成２３年度当初予算額 ５２．７億円）

平成２４年度要求額 ２５２．４億円
（平成２３年度当初予算額 ２５１．２億円）

平成２４年度要求額 ４４６．３億円
（平成２２年度当初予算額 ３６３億円）

通信・放送システム災害対策促進税制の創設



平成２４年度要求額 ２０２．０億円１．東日本大震災からの復興に向けて

NTT東日本 KDDI ソフトバンク

（％）

■最大８０％～９０％の制御（規制）を実施する等、固定通信網全体が混雑。

＜最大発信規制値＞

＜最大発信規制値＞

（％）

固定通信

移動通信

東日本大震災における
通信混雑の例

災害時の情報伝達基盤技術に
関する研究開発イメージ

通信混雑
の発生

Ａ衛星 Ｂ衛星

災害時に地球局が
どの衛星とも通信
を可能とする技術

通信混雑状況の分かり
やすい情報提供技術

広域から余力のある
通信処理能力を総動
員する技術

被災地

移動式の通信処理
能力を緊急投入す
る技術

最先端の通信処理
能力を具備
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テストベッドを通じた実証・評価を展開

■最大７０％～９５％の制御（規制）を実施する等、移動通信網全体が混雑。

ドコモ au ソフトバンク

■ 通信・放送インフラ等の耐災害性の強化 復興要求 ３３．０億円

• 災害時に確実な情報伝達を行うための基盤技術として、災害時に被災地の通信処理能力を緊急増強す

る技術、災害時に有効な衛星通信ネットワーク技術、災害時に急増する情報を効率的に送受信する放送技

術について研究開発・評価を実施。



■ 通信・放送システム災害対策促進税制の創設 税制改正

• 東日本大震災の教訓を踏まえ、通信事業者及び放送事業者による非常用電源設備・予備設備の整備に

ついて税制措置を講ずることにより、災害に強い通信・放送システムの構築を促進。

１．東日本大震災からの復興に向けて （続き）

●非常用電源設備 ●予備設備

１ 措置内容 ①法人税：対象期間に取得した設備に対して、取得価額の20%の特別償却
②固定資産税：取得後5年度分の固定資産税に関して課税標準を2/3に圧縮

２ 対象設備 非常用電源設備、予備設備

３ 対象期間 2年間（平成24年度～平成25年度）

対象設備のイメージ
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大ゾーン基地局のため
の設備を増設対策

伝送路断

非常用
発電装置

通信設備等

移動電源車

蓄電池
電源
装置

商用電源
通信センター

障害発生

対策

・車載基地局 ・大ゾーン基地局



■ ＩＣＴを活用した地域の創造的復興支援等、被災地域の情報化推進 復興要求 １５４．６億円

• 東日本大震災で被災した地方公共団体が、それぞれの地域の実情・特性に応じて、防災・減災、環境、地域活性化等の

分野において、創造的な復興を実現するために必要となるＩＣＴ基盤の整備やＩＣＴの導入に係る取組を進める上で必要な

支援を実施。

• ＩＣＴを活用した災害に強い医療健康情報連携基盤の整備を支援することにより、被災県における切れ目のない医療提供

体制の復興を促進。

• 津波による浸水により建造物の多くが全壊（流出）するような区域のうち、民間による採算ベースでの光ファイバ網等の整備

が困難と想定される地域において、被災自治体による超高速ブロードバンドの整備を支援。

１．東日本大震災からの復興に向けて （続き）
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ＩＣＴを活用した安全・快適でエコな街づくり 医療健康情報連携基盤のイメージ



■ 被災地域の情報通信基盤の復旧・復興支援 復興要求 ９．１億円

• 東日本大震災により被災した地域の情報通信基盤の復旧事業を実施する地方公共団体に対し支援を行

い、被災地域の早急な復旧を図る。

１．東日本大震災からの復興に向けて （続き）

（平成23年6月30日時点）

：公設の情報通信基盤が被災した市町村

気仙沼市

●地域イントラネット
・伝送路破壊箇所 多数

●ケーブルテレビ
・伝送路破壊箇所 多数
・施設損壊 多数

●地域イントラネット
・伝送路破壊箇所 約70km
・３つの拠点施設で機器全壊
・約30の収容施設で機器全壊

石巻市

※ 平成23年6月30日時点で、被災3県のうち少なくとも23市町村において、
公設の情報通信基盤（ブロードバンド、ケーブルテレビ、イントラネット等）が損壊。

宮城県沿岸部の被災状況

アンテナ施設、ヘッドエンド設備、スタジオ施設、鉄塔、

光電変換装置、無線アクセス装置、衛星地球局等の施設

及びこれに付帯する施設（伝送路、電源設備、センター

施設等）

交付対象

情報通信基盤災害復旧事業費補助金

病院
市役所

図書館

局舎

学校

公民館

インター
ネット
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■ ＩＣＴを活用した教育環境復興支援 復興要求 ５．３億円

• 文部科学省事業との連携により、被災した結果、他の校舎を間借りしているなど不十分な状態にある公立

小中学校の教育環境をＩＣＴの利活用により補完するための実証研究を実施。

１．東日本大震災からの復興に向けて （続き）
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情報通信技術面からサポート

・ 情報端末や提示機器、無線ＬＡＮ等によるＩＣＴ環境を構築
・ 実証結果を踏まえガイドラインを取りまとめ、ＩＣＴ利活用による被災地域
全体の教育環境の復興を支援

総 務 省

支援委員会 ＩＣＴコーディネーター

ソフト・ヒューマン・教育面からサポート

デジタル教材

文部科学省

被災地域の各学校

ICTの利活用による教育環境の補完



■ ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための環境整備等 要望 ５７．４億円

• 安全、快適で環境にやさしい新しい街づくりに寄与するＩＣＴ（センサネットワーク技術、クラウドサービス技術、

ワイヤレスネットワーク技術等）を組み合わせて、新しい街づくりに最適なＩＣＴシステムの開発及び実証を行い、

新しい街づくりモデルの確立及び国内・国外への普及等を図る。

２．ＩＣＴを活用した成長戦略の実現 平成２４年度要求額 ５５０．７億円
（平成２３年度当初予算額 ４７４．８億円）
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クラウドブロードバンド

◆災害に強い無線システムを整備・
展開した街

◆携帯電話が使えなくても災害情報
等を迅速・確実に受信できる街

ワイヤレスネットワーク

BEMS

照 明

セキュリティ

電 源

空 調

エレベータ

センサネットワーク

◆生活、経済関連の情報がクラウド
化され、ユーザが新たな付加価
値を享受できる街

◆どこでも手軽にブロードバンド
環境を利用できる街

◆光ファイバ等のインフラが地中
化された街

◆街中に配備したセンサからの
情報を活用した、環境にやさしく、
エコな街

ＩＣＴを活用した新たな街づくり実現のための環境整備



■ 情報流通連携基盤の構築 要求 ９億円

• これまで行政・医療・教育等個別分野ごとの「縦軸」の情報化の促進が中心であったところ、昨今のブロード

バンド市場における環境変化や、今次震災で顕在化した「情報の横の連携の重要性」を踏まえ、情報流通連

携基盤の実現という「横軸」の取組を推進。
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２．ＩＣＴを活用した成長戦略の実現 （続き）



■ クラウドサービスの普及促進等 要求 ５．８億円

• 高付加価値を生み出す中小企業等による新たな事業機会の拡大を支援するため、（独）情報通信研究機

構の有する研究成果や新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）、政府統計等の統計データが利用可能なクラ

ウドサービスの開発環境を提供。

• 国民生活の向上等に不可欠なＩＣＴ利活用推進の鍵となる、高度なＩＣＴ人材の育成を推進。

２．ＩＣＴを活用した成長戦略の実現 （続き）
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統計情報等の
政府公開情報をＡＰＩで提供

情報通信ベンチャー支援センター
による通信キャリア等との
マッチングの場の提供等

ＪＧＮ－Ｘの設備を活用した
仮想専用サーバ（ＶＰＳ）サービスの提供

中小・
ベンチャー企業

の提供(API)
統計ＤＢ

の提供(API)

ベンチャーキャピタル、
ＮＩＣＴ研究成果・技術者
とのマッチング

通信キャリア、ベンダー等
とのマッチング

ＪＧＮ外での
事業化

開発環境上でのサービス開発

資金面、技術面での
マッチングの場を提供

販路面での
マッチングの場を提供

中小・ベンチャー企業向け
先進的クラウドサービス創出支援事業

仮想マシン
の提供



■ 電波を利用した新産業の創出 要求 １２２．６億円

• 新たな周波数需要に的確に対応するため、周波数利用の効率化や高い周波数への移行を可能とする技術

の研究開発等を実施。

• これらの電波有効利用技術の早期の実用化を図り、新産業の創出を促進。

２．ＩＣＴを活用した成長戦略の実現 （続き）
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4.4兆円 5.9兆円 6.3兆円 6.8兆円 7.2兆円

11.6兆円
14.3兆円 15.2兆円 16.0兆円 16.2兆円

6.4兆円

18.7兆円

24.8兆円

31.7兆円
35.0兆円

2.8兆円

5.7兆円

9.1兆円

16.4兆円

22.1兆円

新たな電波利用システムの実現により、２０２０年に
新たに５０兆円規模の電波関連市場を創出

25.3兆円

44.6兆円

55.5兆円

70.9兆円

80.4兆円

ワイヤレス
新サービス
関連分野波及

アプリケーション
サービス

ワイヤレス基本
サービス

ワイヤレス
インフラ

ワイヤレス
ブロードバンドシステム

◆ブロードバンドモバイル
◆デジタル放送 ◆衛星システム

家庭内ワイヤレス
システム

◆無線チップ ◆非接触ブロードバンド
◆ワイヤレス電源供給

医療・少子高齢化
対応システム

◆ボディエリア通信
◆ワイヤレスロボティクス

インテリジェント
端末システム

◆シンクライアント端末 ◆ワイヤレス臨場感通信

安心・安全
ワイヤレスシステム

◆センサーネットワーク ◆安心・安全/自営ｼｽﾃﾑ
◆ワイヤレス時空間基盤

様々な分野での電波を
利用した新産業創出の推進

電波を利用した新産業の創出

出典：電波政策懇談会報告書「電波新産業創出戦略」（2009年7月）より



■ 地デジ受信環境の整備 要求・要望 ３５５．９億円

• 地デジ完全移行後の空き周波数における新たな電波利用サービスを早期かつ円滑に導入できるよう、東北

３県も含めた全国での完全デジタル移行に伴う一部周波数の変更作業、暫定衛星対策実施世帯に対する恒

久対策等を実施。

２．ＩＣＴを活用した成長戦略の実現 （続き）
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地上デジタル放送への
円滑な移行のための

環境整備・支援

地デジの受信相談・調査・
支援体制の継続

コールセンター・デジサポ
での相談体制等

辺地共聴施設の
デジタル化の支援

デジタル中継局整備支援

暫定的な衛星利用
による難視聴対策

新たな難視地区等に
おける恒久対策の実施

高性能等アンテナ対策

アナログ停波後の
チャンネル切替

アナログ停波後のチャンネル
周波数変更等の継続



３．ＩＣＴ分野における国際競争力の強化 平成２４年度要求額 ７５．６億円
（平成２３年度当初予算額 ６９．７億円）

■ ＩＣＴ海外展開の推進 要求 ４８．１億円

• アジア・中米・南部アフリカ諸国を中心とした地デジ放送方式未決定国に対し、地デジ日本方式の採用を働きかけ、放送

関連機器市場への日本企業の進出拡大や他の分野における国際展開を促進。

• 我が国が強みを有するＩＣＴシステムの国際展開活動を加速するため、官民一体の連携体制の下、相手国ニーズの調査、

モデルシステムの構築・運営、セミナーの開催等の実施を支援。

■ 戦略的国際標準化の推進 要求 ２０．３億円

• 我が国の産業競争力を強化するため、我が国が優位性を有する先進的ＩＣＴについて、戦略的な国際標準化活動を推進。

３．ＩＣＴ分野における国際競争力の強化 平成２４年度要求額 ７５．６億円
（平成２３年度当初予算額 ６９．７億円）
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2011年8月現在

日本方式（ISDB‐T）

米国方式（ATSC）
欧州方式（DVB‐T/T2）

日本（ISDB‐T）
(2003年12月開始)

ペルー（ISDB‐T）
（2009年4月方式決定）
（2010年3月放送開始）

コスタリカ（ISDB‐T）
（2010年5月方式決定）

チリ（ISDB‐T）
（2009年9月方式決定）

ブラジル（ISDB‐T）
（2006年6月方式決定）
（2007年12月放送開始）

エクアドル（ISDB‐T）
（2010年3月方式決定）

ベネズエラ（ISDB‐T）
（2009年10月方式決定）

アルゼンチン（ISDB‐T）
（2009年8月方式決定）
（2010年4月放送開始）

フィリピン（ISDB‐T）
（2010年6月方式決定発表）

中国方式（DTMB）

ボリビア（ISDB‐T）
（2010年7月方式決定）

パラグアイ（ISDB‐T）
（2010年6月方式決定）
（2011年8月放送開始）

ウルグアイ（ISDB‐T）
（2010年12月方式決定）

地デジ日本方式の採用状況



■ デジタルコンテンツの流通促進 要求 ７．２億円

• 我が国コンテンツの発信による経済活性化、コンテンツ製作・流通環境の整備、新しいコンテンツ流通プ

ラットフォームの検討によりデジタルコンテンツの流通を促進。

３．ＩＣＴ分野における国際競争力の強化 （続き）
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 インターネット配信や海外展開などの二次流通のための権利処理を円滑化
 不正流通の抑止により、二次流通市場を拡大

コンテンツの不正流通の抑止

放送事業者、権利者 等

不正流通共同監視体制等を整備

P2Pファイル
共有ソフト

動画投稿サイト

不正流通の検知、
削除依頼等の委任 等

コンテンツの正規流通の促進

音楽制作者
連盟
音楽制作者
連盟

日本芸能実
演家団体協

議会

日本芸能実
演家団体協

議会

権利処理窓口を一元化

NHK 民放キー局
・・・・・・・

地方局

許諾申請
許諾の可否を

回答

権利者団体 権利者団体 権利者団体

権利処理の
煩雑さを解消

申請回答

不正流通コンテンツを発見した場合、
サイト運営事業者等へ削除依頼等不明権利者の

探索



■ 教育分野等におけるＩＣＴ利活用の推進 要求 ２０．４億円

• 教育分野におけるＩＣＴの効果的な利活用を促進するため、実証校における実践を行い、教育分野の情報化のためのガイド

ラインをとりまとめ、ＩＣＴによる教育改革（協働教育システムの実現）を推進。

• 障害や年齢によるデジタル・ディバイドを解消するため、通信・放送分野における情報バリアフリーの推進にむけた助成を実施。

• ＩＣＴ基盤・システムを利活用し効率的・効果的な事業の運営を検討する地域の要請に基づき、具体的・実務的ノウハウ等を

有するＩＣＴ地域マネージャーを一定期間にわたり派遣。

４．教育・医療・環境分野等におけるＩＣＴ利活用の推進 平成２４年度要求額 ２２．３億円
（平成２３年度当初予算額 ５２．７億円）
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ＩＣＴ地域マネージャー

事業運営に関する
具体的・実務的
ノウハウの伝授

既存システムの活用・進展

ＩＣＴ利活用の更なる活用を
検討する地域

地域が抱える課題の解決

ＩＣＴ利活用を新たに
検討する地域

フューチャースクール推進事業のイメージ ＩＣＴ地域マネージャー制度のイメージ



■ 日本型スマートグリッドの推進 要求 １．９億円

• スマートグリッドの実現に必要となる関連技術の実用化・普及を促進。

• 最先端のＩＣＴを利用し、電力使用量の「見える化」、地域レベルでの電力使用量の最適制御等の実現に向け

た取組を推進。

４．教育・医療・環境分野等におけるＩＣＴ利活用の推進 （続き）
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広域ネットワーク

近隣ネットワーク

無線システムの技術基準の確立

通信プロトコル（通信手順）の標準化
（家電、センサー、電気自動車等との接続）

トータルの電力使用量を
地域レベルで最適制御

宅内ネットワーク

 電力逼迫時に機器を自動制御
（エアコンの温度を1度上げるなど）

 電力使用量を「見える化」

HEMS
（Home Energy Management System）

燃料電池

ＰＣ
テレビ

太陽電池

スマートグリッドの利用イメージ

環境クラウド

データセンター

エアコン



■ 超高速ブロードバンド基盤の整備の推進 要求 ２０．８億円

• 超高速ブロードバンドの利活用向上を念頭に置き、その基盤整備を実施する地方公共団体等に対し、事業

費の一部支援等を実施。

５．ブロードバンドの普及促進・利用環境の整備 平成２４年度要求額 ２５２．４億円
（平成２３年度当初予算額 ２５１．２億円）
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超高速ブロードバンド基盤の整備推進

超高速ブロードバンド

利用可能率

超高速ブロードバンド

利用率

約93%

現 状

約38%

100%

100%

2015年頃目途

（電気通信事業者の局舎）

公共施設（学校、医療機関等）

一般世帯

超高速ブロードバンド

（無線も活用）

情報通信利用環境整備
推進事業のイメージ



■ ワイヤレスブロードバンド実現に向けた電波利用環境の整備 要求 ２１１．８億円

• 携帯電話などの増大する電波需要に対応するため、周波数移行・周波数共用についての技術検討を実施。

• 電波利用環境の保護を図るため、電波監視体制の充実・強化等を実施。

５．ブロードバンドの普及促進・利用環境の整備 （続き）
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約２００倍！

5年後、10年後のトラヒックの伸びを ①新たに創出されるサービス、②新システムに
置き換わって提供される既存のサービス、③既存システムにより提供される既存の
サービス の要素から試算。（2007年を100とした場合）

①新たに創出されるサービス
（例）・ハイビジョン映像のアップロード

・映像教材のストリーミング
・大容量データ伝送による家電との連携
・大容量のサイネージ情報の配信
・医療画像伝送による遠隔医療

②新システムに置き換わって提供される既存のサービス
＜コンテンツの大容量化＞
（例） 映像ストリーミング
2012年： 4Mbps（圧縮率の高いHD映像と想定）
2017年： 8Mbps（ハイビジョン並み映像と想定）

③既存システムにより提供される既存のサービス
情報通信審議会 情報通信技術分科会（2008年12月）より

移動通信システムのトラヒック増大予想

世界最先端のワイヤレスブロードバンド社会の実現

電波を取り巻く環境の変化電波を取り巻く環境の変化
・携帯電話など電波需要の増大
・ワイヤレス技術の革新

ワイヤレスブロードバンド実現に向けた
電波利用環境の整備

・安心・安全な電波環境の構築
・電波監視体制の充実・強化

・携帯電話の高度化等に対する
新たな周波数の確保

・必要な周波数を確保するため
の周波数移行・再編を実施

・周波数移行のための共用検討
・周波数共用技術の検討

周波数移行・再編

技術検討の実施

利用環境の整備



■ 安心・安全なネット環境の整備 要求 １９．９億円

• 安全な暗号・認証技術の利活用、国際連携によるサイバー攻撃予知等のネットワークセキュリティ技術に関する研究開発、

より精度の高い児童ポルノサイトブロッキング技術の実証実験、情報セキュリティの高度化に関する調査研究、ＩＣＴリテラシー

向上のための調査研究等を推進。

• 時期が急速に早まったＩＰｖ４アドレスの枯渇に伴う技術的諸課題への対応方策の検証・策定を行い、その展開を図ることに

より、円滑なＩＰｖ６対応を促進。

５．ブロードバンドの普及促進・利用環境の整備 （続き）
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サイバー攻撃
予知・即応システム

我が国における
サイバー攻撃のリスクを軽減

センサー

情報セキュリティ技術先進国

情報セキュリティ技術途上国

マルウェア収集
サーバ

日本 海外

マルウェア
感染PC等

検知
情報

感染活動

サイバー
攻撃

マルウェア情報
セキュリティ上の事案情報

感染ＰＣ情報

共同研究開発
サイバー攻撃情報共有 等

サイバー攻撃は国境を越えて発生することから、
情報収集ネットワークを国際的に構築し、サイバー攻撃に対応

研究開発
成果の展開

プロバイダ
内閣官房情報セキュリティセンター 等

国際連携によるサイバー攻撃予知・
即応技術の研究開発

インターネット接続事業者インターネット接続事業者

利用者

児童ポルノサイト児童ポルノサイト

児童ポルノサイトを閲覧

児童ポルノサイトへの
通信を強制遮断

１

２

３

検知

より精度の高い児童ポルノサイト
ブロッキング技術の実証実験



■ 超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発の推進等 要求・要望 １２０．３億円

・ ＩＣＴ利活用の増進に伴うネットワーク全体の通信量及び消費電力の急激な増大に対処し、研究開発成果が
我が国の国際競争力向上につながるよう、ネットワークのなお一層の光化を進め、超高速化と低消費電力化を
同時に実現する技術の研究開発等を実施。

・ 脳科学の知見を応用し、手足・言語を介さずネットワークを通じて機器・器具等を制御する技術等、高齢者・障
がい者の社会参加の拡大等を促す研究開発等を実施。

６．次世代をリードする研究開発の充実・強化 平成２４年度要求額 ４４６．３億円
（平成２３年度当初予算額 ３６３．０億円）
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超高速・低消費電力光ネットワーク技術の研究開発

公民館へ

公民館へ

解析

計測装置

解析装置

計測データ

ネットワーク

公民館へ

ルータ

九州

関東

BFI：脳に学ぶＩＣＴ BMI：脳をＩＣＴで読む

BFI：Brain-Function installed Information network 
BMI：Brain Machine Interface

脳とＩＣＴに関する研究開発

光信号のままで伝送・交換を行うことで

ネットワークの高速化・低消費電力化を両立

脳の優れた特徴を活か

した省エネで自律的に動く

ネットワークの制御技術

送信機 受信機

オール光ネットワーク

発信者 受信者
中継器

光信号光信号



■ 新世代通信網テストベッド（ＪＧＮ－Ｘ）の着実な構築・運用等（ＮＩＣＴ交付金） 要求 ２９８．２億円

・ セキュリティやエネルギー消費等の問題を抜本的に解決する新世代ネットワークの要素技術を統合した大規

模な試験ネットワークを構築・運用し、システム技術等を確立。

６．次世代をリードする研究開発の充実・強化 （続き）
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○ 新世代通信網テストベッド（JGN-X）は平成23年4月より運用開始。

○ 試験ネットワークをテストベッドとして広く産学官に開放し、新しい
アプリケーションのタイムリーな開発を促進。また、海外の研究機関との
接続により、戦略的な国際共同研究・連携を推進。

セキュリティやエネルギー消費等の現在のネットワークが抱える問題を抜本的に解決する

中核技術を確立することにより、研究開発・標準化競争で主導権を確立し、経済成長を実現。

新世代通信網テストベッドの構築・運用状況

韓国 米国

タイ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 中国

海外の研究機関と接続

ＥＵ



■ 競争的資金の制度の強化等 要求 ２７．８億円

・ 独創性・新規性に富む研究開発を支援するための競争的資金である戦略的情報通信研究開発推進制度

（ＳＣＯＰＥ）について、先端的な成果をより実用化につなげるための仕組みとして、研究開発実施に先立ち

事前調査を行う等の多段階方式を新たに導入。

・ 外国政府との連携による共同研究を戦略的に推進することにより、ＩＣＴ分野における研究開発成果の標準

化や実用化を加速し、イノベーションの創出や国際競争力の強化に寄与。
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外国政府 総務省

外国
研究機関

日本
研究機関

外国政府
評価委員

日本側
評価委員

共同審査委員会

研究開発予算研究開発予算

共同応募

審査結果

共同研究
公募

共同提案書作成

競争的資金の制度の強化 外国政府との連携によるＩＣＴ分野の
戦略的な研究開発の推進

６．次世代をリードする研究開発の充実・強化 （続き）



「日本再生重点化措置」への要望及び
「東日本大震災復旧・復興」に係る要求

「日本再生重点化措置」への要望

経済成長に資する情報通信技術の研究開発・利活用促進 １８９．３億円

「東日本大震災復旧・復興」に係る要求 合計 ２０２．０億円

被災地域情報化推進事業 １５４．６億円

ＩＣＴを活用した教育環境復興支援事業 ５．３億円

情報通信基盤災害復旧事業費補助金 ９．１億円

災害時の情報伝達基盤技術に関する研究開発 ３３．０億円

「東日本大震災復旧・復興」に係る要求 合計 ２０２．０億円

「日本再生重点化措置」への要望
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